第１編　日本銀行金融ネットワークシステムの概要

Ⅰ．はじめに

１．利用細則の位置づけ
「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則」（以下「利用細則」といいます。）は、日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）の利用先が日銀ネットを利用する際の事務処理手順および運用に関し遵守すべき事項等を定めたものです。利用細則は、本利用細則のほか、当座勘定取引、当座勘定（同時決済口）取引関係事務、現金受払関係事務（戸田分館）、外国為替円決済制度関係事務、国債売買等関係事務、振替社債等資金同時受渡関係事務、金融調節等入札連絡事務、金利スワップ担保国債管理関係事務、相対型電子貸付関係事務、入札型電子貸付関係事務、担保関係事務、国債発行関係事務、国債振替決済関係事務、国債資金同時受渡関係事務および国債資金同時受渡（香港）関係事務の各利用細則に分けて定められています。

［利用先：Ⅱ．２．（１）イ．参照］
[利用業務：Ⅱ．１．参照］
利用先が日銀ネットを利用するに当っては、利用細則のほか「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」（以下「基本規則」といいます。）等日本銀行が定めた諸規則を遵守して行うこととします。このほか、利用先は、日銀ネットの利用に関する事項および端末装置の設定等に関する事項について、日本銀行が利用先に対して必要に応じて行う指示に従う必要があります。

本利用細則で使用する用語の定義は、本利用細則で定めるもののほか日本銀行が定めた諸規則および他の利用細則によることとします。

２．利用細則の内容についての問合せ等

利用先は、利用細則の記載内容について問合せを行う場合には、原則として日銀ネット主管店に対し行ってください。
［日銀ネット主管店：４．（４）参照］

なお、利用細則について改正または廃止（以下「改正等」といいます。）を行った場合における、改正等を行った旨、その内容および実施日に関する通知については、原則として日本銀行ホームページに掲載する方法により行います。

３．利用先への問合せ

日本銀行は、障害時の対応等の際に、利用先と連絡をとる場合があります。利用先は、日銀ネットの利用に先立ち「事務連絡部署届」（第１号書式）を日銀ネット主管店に提出するほか、届出内容に変更が生じた場合にも、同届をその都度日銀ネット主管店に提出してください。

４．用語の定義

本利用細則で使用する主要な用語の定義は以下のとおりとします。

（１）利用金融機関等

いずれかの利用業務について日銀ネットを利用することを認められた金融機関等をいいます。

（２）利用先

いずれかの利用業務について日銀ネットを利用することを認められた営業所等をいいます。
（３）コンピュータ接続先

コンピュータ接続により日銀ネットを利用することを認められた利用先をいいます。

（４）日銀ネット主管店

特に指示する場合を除き、利用先の所在する地域を所管する日本銀行本支店をいいます。

（５）センター

日本銀行において、電文処理をはじめとする日銀ネットの運営事務を行う主体をいいます。センターには、メインセンターとバックアップセンターがあり、通常時においてはメインセンターが電文の処理およびセンター運営事務を担当し、障害等が発生した場合には、バックアップセンターがこれらの事務を担当します。

（６）情報セキュリティ課
日本銀行システム情報局情報セキュリティ課をいいます。

（７）セキュリティ対策責任者

利用先における日銀ネットのセキュリティ関係事務を統括する責任者をいいます。

（８）日銀ネットＶＰＮ網
日本銀行が指定する電気通信事業者が提供する、利用先とセンターを接続する日銀ネット専用の閉域網をいいます。通信回線（Ｌ３サービス）ということがあります。
（９）アクセス回線
日本銀行が指定する電気通信事業者の拠点とカスタマーエッジルータ（以下「ＣＥルータ」といいます。）を接続する通信回線をいいます。なお、ＣＥルータは、日銀ネットＶＰＮ網を利用する場合に必要な装置であり、日本銀行が指定する電気通信事業者が当該利用先に設置するものとします。
（１０）端末装置

汎用パソコンを使用する日銀ネット専用端末装置をいいます。
（１１）日銀ネット端末ネットワーク
利用先施設内にある、日銀ネットを利用するためのＣＥルータ、端末装置、ネットワークプリンタ、ＨＵＢおよびそれらを結線するＬＡＮケーブルから構成されるネットワークをいいます。
（１２）端末認証装置（第１号様式）

利用先であることを認証するための装置をいいます。端末認証装置には端末認証装置番号が付されており、同装置は、金融機関等店舗コードおよび端末認証装置番号の組合せにより一意に特定されます。

（１３）端末認証装置（障害時用）

端末認証装置のうち、利用先が、利用先以外の営業所等において保管し、利用先における障害その他の事由により、当該営業所等において利用することができるものをいいます。本利用細則において「端末認証装置」と記載する場合には、特に断りのない限り端末認証装置（障害時用）を含みます。
（１４）テスト用端末認証装置（第２号様式）
日銀ネットの総合運転試験等において、利用先または利用希望先が使用する総合運転試験等専用の端末認証装置をいいます。本利用細則において「端末認証装置」と記載する場合には、特に断りのない限りテスト用端末認証装置を含みます。
（１５）権限者登録カード（第３号様式）

利用先のセキュリティ対策責任者が、送信権限者の登録や権限者カードの発行等を行う場合に使用するカードをいいます。

（１６）権限者カード（第４号様式）
送信権限者であることを認証するためのカードをいいます（特に断りのない限り（１７）の権限者カード（障害時用）および（１９）のテスト用権限者カードを含みます。）。なお、「権限者カード（障害時用）」との比較から、「権限者カード（通常時用）」という用語を使用することがありますが、その場合は、権限者カード（障害時用）およびテスト用権限者カードは含みません。
（１７）権限者カード（障害時用）

権限者カードのうち、端末認証装置（障害時用）の設置を認められた利用先の送信権限者（権限者カード（通常時用）を付与されているものに限る。）が、利用先における障害その他の事由により営業所等において利用することができるものをいいます。
（１８）権限者カード（権限者未登録）
権限者カードのうち、送信権限者が登録されていないカードをいいます。利用先のセキュリティ対策責任者が管理し、利用先において権限者カードの発行を行う場合に使用します。

（１９）テスト用権限者カード（第５号様式）
日銀ネットの総合運転試験等において、利用先または利用希望先が使用する総合運転試験等専用の権限者カードをいいます。
（２０）ＰＫＩミドルウェア管理ツール
権限者登録カード等の暗証番号の変更、端末認証装置のロック解除または発行済みの権限者カードを再利用する場合の権限者カードの初期化を行うためのツールをいいます。日本銀行が利用先に貸与する「日銀ネット端末システム用セットアッププログラム格納媒体」に含めて利用先に提供します。
（２１）中央演算処理装置

センターに設置された日銀ネットの中央演算処理装置をいいます。中央演算処理装置は、中央演算処理装置（コア機能）および中央演算処理装置（周辺機能）から構成されます。なお、中央演算処理装置（コア機能）と中央演算処理装置（周辺機能）を総称して、中央演算処理装置といいます。
（２２）入出力グループ

利用先が端末装置で作成した電文の格納や、利用先が受信する日本銀行の中央演算処理装置で処理された電文の格納等の機能を担う、センターに設置され利用先毎に割当てられる仮想的なコンピュータをいいます。入出力グループは、利用先によって作成、登録内容の変更および削除を行うことができます。
（２３）照会データファイル取得機能

当座勘定等の残高や受払明細等に関する照会結果を、汎用性の高いファイル形式で取得する機能をいいます。

（２４）ファイルアップロード・ダウンロード機能
端末操作画面の個々の入力項目への入力操作を行うことに代えて、利用先のシステムで作成したデータを、端末装置からセンターにアップロードする機能および、利用先の入出力グループに格納された電文等を記憶媒体にダウンロードする機能をいいます。
（２５）コンピュータ接続

端末操作画面の個々の入力項目への入力操作を行うことに代えて、利用先コンピュータとセンターとの間で直接電文の送受信を行う方式をいいます。
（２６）ＣＣＳ（Computer-to-computer Connections System）
利用先コンピュータと日本銀行の中央演算処理装置との通信を中継するためにセンターおよび利用先に設置されたコンピュータシステムをいいます。センターに設置されたＣＣＳを日本銀行ＣＣＳ、利用先に設置されたＣＣＳを利用先ＣＣＳといいます。
５．日本銀行からの貸与物件の管理等について

利用先は、日銀ネットに関し日本銀行から貸与された物件については、以下のとおり取扱うこととします。

（１）本利用細則のほか、日本銀行が定めた諸規則および日本銀行の指示に従い、善良なる管理者の注意をもって管理、保管すること。

（２）日本銀行からの請求があり次第直ちに返却すること。

（３）日本銀行の承諾を得ずに、貸与物件に関して他者に対する譲渡、転貸または質入、破壊、紛失その他の日本銀行の権利を害する行為を行わないこと。

（備　考）

日本銀行が利用先に貸与する物件は次のとおりとします。

	貸　与　物　件　名
	備　　　　　　　考

	端末認証装置
	日本銀行が必要と判断する数

	テスト用端末認証装置
	〃

	権限者カード
	　　　　　　　　　　〃

	テスト用権限者カード
	〃

	権限者登録カード
	〃

	日本銀行金融ネットワークシステム用ＩＰアドレス通知
	〃

	日銀ネット端末セットアッププログラム（設定マニュアルおよびセキュリティ製品等を含む）を格納した媒体（注）
	５．の２の配付データを格納した媒体を作成することができない利用先に貸与

	日本銀行金融ネットワークシステムファイルアップロード・ダウンロード機能説明書等を格納した媒体
	ファイルアップロード・ダウンロード機能を利用する利用先に貸与

	日本銀行金融ネットワークシステムコンピュータ接続仕様書等を格納した媒体
	コンピュータ接続先に貸与

	上記のほか日本銀行が特に必要と認めるもの
	必要に応じ別途通知


（注）次に掲げる２種類の媒体を指します。
①　汎用パソコンを日銀ネット専用端末装置として用いるためのパソコン設定手順等を格納した「日銀ネット端末システム用セットアッププログラム格納媒体」
②　ウイルス対策ソフトのインストール手順等を格納した「日銀ネット端末システムウイルス対策ソフト格納媒体」
５．の２　日本銀行からの配付データの管理等について
利用先は、日銀ネットに関し日本銀行から配付されたデータについては、以下のとおり取扱うこととします。
（１）本利用細則のほか、日本銀行が定めた諸規則および日本銀行の指示に従い、善良なる管理者の注意をもって管理、保管すること。
（２）日本銀行からの請求があり次第直ちに配付データを抹消、または配付データを格納した外部記憶媒体を記録内容の復元を防ぐための措置を講じたうえで廃棄すること。
（３）日本銀行の承諾を得ずに、配付データに関して他者に対する譲渡または情報の流出、その他の日本銀行の権利を害する行為を行わないこと。また、配付データを格納した媒体に関して、転貸、質入、または紛失、その他の日本銀行の権利を害する行為を行わないこと。
（４）使用する日銀ネット専用端末装置が１台のみの場合には、同端末装置の障害時に備え、配付データを格納した媒体を作成し、保管する。
（５）使用する日銀ネット専用端末装置が２台以上の場合には、次に掲げる場合に、配付データを格納した媒体を作成することができる。
イ．新たに日銀ネット専用端末装置のセットアップを行う場合
ロ．日銀ネット専用端末装置の障害時に備える場合
（備　考）
日本銀行が利用先に配付するデータは次のとおりとします。
	配付データ名
	備　　　　　　　考

	日銀ネット端末セットアッププログラム（設定マニュアルおよびセキュリティ製品等を含む）（注）
	端末装置から参照できる領域に掲載


（注）汎用パソコンを日銀ネット専用端末装置として用いるためのパソコン設定手順等を含む「日銀ネット端末システム用セットアッププログラム」と、ウイルス対策ソフトのインストール手順等を含む「日銀ネット端末システムウイルス対策ソフト」の２種類のデータを配付します。
６．手数料等の納付について
日本銀行は、利用先の日銀ネット利用手数料等を「手数料等の当座勘定自動引落に関する規則」に定める納付事務統轄店舗および「日本銀行金融ネットワークシステムの利用についての手数料等の納付に関する規則」に定める代行納付先の当座勘定から、毎月２６日（休日の場合は翌営業日）の１５時頃、自動引落することにより収納します。

引落後、納付事務統轄店舗および代行納付先に対して「当座勘定引落通知」（2111-00400）を送信します。

（注）引落資金不足等により引落を行うことが出来ない場合には、当該取引先に対して「日銀ネット利用手数料等引落未了通知」（9753-00400）を送信します。当該通知を受信した場合には、速やかに引落資金不足等を解消し、その旨を日銀ネット主管店まで連絡してください。日本銀行は、引落資金不足等が解消されたことを確認したうえで、遅滞なく引落を行います。
納付事務統轄店舗および株式会社証券保管振替機構は、日銀ネット利用手数料等の請求金額およびその内訳等について、毎月第４営業日から当該手数料等の引落時までの間、適宜、所定の端末操作手順（業務処理区分コード974201および974202）に従い、これらを確認してください。
　　（2111-00400）

	当座勘定引落通知
取引実行日　────

当座勘定

取引通番　引落口座　　　　　　　　　　　　　  金額　 　　  当座勘定残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

────　────（注１）　────── 　────── 円  ―──────― 円（注２）
担保余裕額

―─────―─ 円（注３）
記事　 ────―――――――――――――――――――――――――――――
摘要　 ―― ―――――――――――――――



（注１）引落先の金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードを表示します。
（注２）当座貸越取引先において、引落後に当座貸越であるときは、当座勘定残高の冒頭に符号「－」を付して表示します。

（注３）当座貸越取引先の場合に限り表示します（それ以外の場合には、項目名を含め表示しません。）。
	　　　　　日銀ネット利用手数料等引落未了通知

　　────   ──────────────（注１）
　　引落日　　　　────
引落先　　　　────　───────（注２）　　

引落額　　　　─────── 円




（9753-00400）
（注１）「引落資金不足」等のエラーメッセージおよびこれに対応するエラーコードが出力されます。
（注２）引落の対象となる取引先の金融機関等店舗コードおよび金融機関等店舗名（略称）が出力されます。
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